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研究成果の概要（和文）：  本研究は，欧米多国籍企業の戦略・組織と日欧米の政策を分析することにより以下
の点を解明した。1) 地政学リスクや国際二重課税の回避を目的に多国籍企業によって持株会社や信託・議決権
委託等のスキームが多用されたこと，2)1920年代・30年代の地政学リスク回避のための国際公共財は，後には租
税回避のための国際的な社会基盤となったこと，3)これらが中南米やアフリカなどにも及び世界的な規模を有し
たこと，4) リスク回避戦略→企業の組織構造の因果関係とともにこれとは反対の因果関係もみられたこと，5) 
国際二重課税に対する各国の政策は各国での多国籍企業の位置と事業を反映して国際的に多様であったこと。

研究成果の概要（英文）： This research brought about following fact-findings: 1) diverse 
geopolitical risks and international taxation motivated multinational enterprises to set up holding 
companies and complicated schemes, which included voting trust and network of holding companies, 
etc.; 2) international public goods to cope with geopolitical risk during 1920s and 1930s turned to 
be social infrastructure of tax avoidance after WWII; 3) above-mentioned schemes had global scale, 
including Latin Americas and Africa; 4)there were two-fold causalities: strategy shaped structure, 
and structure remolded strategy; 5) national policies to cope with international double taxation had
 diversity, reflecting each nations position in the international business.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　従来の経営史学や多国籍企業論では，組織の戦略・構造の規定要因とされたのは主に経済的・市場的要素であ
り，政治的・地政学的要素は等閑視されてきた。経営史家と法学者による学際的研究組織で行われた本研究で
は，戦争・占領・接収・封鎖・迫害・経済制裁・ボイコット等の非経済的事象や，租税政策や会社法等の主権国
家による制度・政策，主権国家間の競合関係の重要性を解明した。 各国の租税主権を脅かす租税回避地が地政
学リスク回避目的の国際公共財として出現したこと，地政学リスクへの対応が持株会社の採用を促したという事
実は，グローバル化の歴史解釈や経営史での戦略=組織構造に関する見方に修正を迫る。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は，多国籍企業による地政学リスクや国際租税制度への対応を，経営史研究者と税法・

会社法研究者による学際的研究により解明するものである。よって２分野の先行研究が問題と

なるが，経済史・経営史においては，地政学リスクに関する研究は，事業構造・戦略・業績への

戦争の影響や，戦争への企業の関与を軸に行われていた。（梅野[1992][2002], Feldman[2001], 

Wipf[2001], UEK[2001], Kobrak & Hansen[2003], Lund[2006], Wubs[2008], 黒澤[2010]，橘

川[2012]）。このうち Wipf や Wubs は，接収回避目的の複雑な会社形態，所有・支配構造の

事例を分析しており，特筆に値するが，全欧的な広がりや戦後への影響は視野に入っていない。

また A. Chandler（1962）に連なる一連の戦略・組織構造研究では，政治・地政学リスクは考慮さ

れてこなかった。他方，税法・国際租税・会社法では国際二重課税やこれに関する政策が最大の

焦点となるが，戦費調達目的で税法を変更した大国の歴史（Picciotto[1992], Peden[2000], 高木

[2007]）や，租税回避の受け皿として機能するために税法・会社法を変更した小国（Merki[2007], 

Polan et al[2010]）の歴史の実態は，実際にはほとんど知られていない。国際租税制度の形成に

おける各国間の相克と協調の歴史についても，研究は限られていた。 
 
２．研究の目的 
 上記の状況を踏まえ，本研究は，国家主権とその相克に起因する多様な地政学的リスクおよび

制度と，多国籍企業の組織・戦略の関係を，歴史的・学際的・国際的な視点によって解明するこ

とを目的とする。地政学的リスクとは，戦争・占領・接収・封鎖・経済制裁・迫害・検閲・ボイ

コット等の非経済的事象であり，また国家主権を体現する制度・政策として，租税・租税条約が

ある。これらが企業に及ぼしたインパクトを解明し，同時にこれら制度の変容を究明する。企業

側の組織・戦略では，会社形態と所有・支配構造が焦点であり，各国会社法の変遷・租税条約の

成立史とともに，多国籍企業がこれらのリスク軽減のために導入した特異な組織の実態と機能，

その広がりを解明する。多国籍企業と主権国家の相克はグローバル化した今日の世界では最大

級の問題であり，本研究では政策的含意も明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法は，以下の特徴を有する。（1）国際的・学際的研究組織。経営史研究者（代表者

の黒澤，分担者井澤）と租税法研究者（分担者松原）が，それぞれ内外横断的な研究モジールを

設け，経営史分野の 3 名（蘭・英・独），租税法分野の 2 名（墺・独）の海外研究協力者を中 

心に，各国の研究者を組織する。（2）経営史方法論に関する近年の議論（Wadhwani & Bucheli 

[2014]）を踏まえ，歴史研究と社会科学指向のアプローチを架橋する。代表者の黒澤と分担者の

井澤は公私の文書館史料を用いるが，社会科学系の学会・ジャーナル（Academy of Management, 

『組織科学』等）を発表の場として活用する。（3）共著論文・共編や大型出版企画，国際学会に

併せたワークシッョプの活用により，海外研究協力者との密接な協働を実質化する。 
 
４．研究成果 

 本研究のうち，経営史的な研究課題に関しては，海外研究協力者の成果をも含めた本研究の成

果の全容を最も体系的に示すのは，著者内外 12名，10章構成で出版された Forbes, Kurosawa 

and Wubs (eds), Multinational Enterprise, Political Risk and Organizational Change, From 

Total War to Cold War, Routledge, 2019，および，Kurosawa, Forbes & Wubs, “Political Risk 

and Nationalism” in Lopes, Lubinski & Tworek (eds), The Routledge Companion to the 

Makers of Global Business, 2019 である。そこに示された主な成果は以下である。1）分析枠組: 

企業の組織構造にとっての外的環境は，市場条件と，非市場的条件に分けられ，政治リスク，会



社法等の国の制度環境，各国の租税政策は後者に含まれる。2）非市場的条件への対応を意図し

て企業が採用した企業内・企業間組織を「組織デザイン」の概念で把握しうる。3）政治リスク

は 19世紀後半から 1970年代に至るまで多国籍企業の組織・戦略を規定し，持株会社や議決権

預託等による複雑な組織デザインを生み，かつ租税回避地の出現をもたらした。持株会社の発展

史を，政治リスク要因を無視した「H-Form→M-Form」の段階論で捉えることは妥当ではない。

4）上記の組織デザインの活用は両大戦間期に欧州企業で盛んであり，大西洋を跨ぎ世界規模で

リスク回避，国際二重課税回避のネットワークが形成された。中立国・小国が重要な役割を果た

した。主要国もその形成に関わり，第二次大戦での占領を契機にこれらは多国籍企業活動を維持

するための国際公共財に転じ，戦後もその機能は続いたが，同時に国際的な租税回避の社会基盤

となった。5）戦後においても，1970年代の国有化の波に顕著であるように，冷戦とナショナリ

ズムの中で政治リスク，非市場的条件の重要性は衰えず，政治リスク対応は企業の組織構造再編

の前提となった。6）接収・占領対策を欠く点では日本企業は例外であるが，政治リスクが組織

デザインに影響を及ぼした点は世界的傾向と変わらず，むしろ本研究の事例からは通常比較の

対象とならない中南米との類似等も浮き彫りとなった。7）リスク対応で採用された組織はしば

しば意図せざる結果をもたらした。 

  租税，とりわけ国際二重課税については，松原・井澤の両分担者およびその海外研究協力者に

よる研究により，以下が明らかとなった。1）租税条約レジームの形成への日本の関与。2）日本

のタックス・ポリシー形成へのその影響。3）両大戦間期の日英米の国際的二重課税救済制度の

内容とその影響・背景，4）英日の両帝国圏での国際二重課税問題の相違，国際連盟や国際的な

団体の役割。本研究は学際的研究を目指したが，松原と井澤の協働により，法学分野での視点・

研究成果の経営史への摂取が実現した。 

  なおこれらの萌芽的研究の成果を踏まえて申請・採択された基盤研究（B）「非市場的リスク・

制度と多国籍企業の戦略・組織」（課題番号 17H02550，本研究と研究代表者は同一）は，本研

究の成果を踏まえつつ，経営史研究者を中心により大きな研究組織でこれを発展させるもので

あり，本研究の研究期間 2年目以降の成果の一部はこれと重なっている。 
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